
第2回「特別区の自治と今後を考える～大森彌先生追悼講演会～」

東京の「2055年問題」と都区制度の展望

令和7年3月3日

東京都立大学大学院法学政治学研究科・法学部教授
伊藤 正次

自己紹介
専門分野・研究関心

• 行政学・都市行政論、とくに日本の行政組織・制度や地方自治・地方分
権に関する研究

• 主要著作：『日本型行政委員会制度の形成』（東京大学出版会、
2003年）、『多機関連携の行政学』（編著、有斐閣、2019年）、
『ホーンブック地方自治（新版）』（北樹出版、2020年）、『はじめての
行政学（新版）』（有斐閣、2022年）等
社会活動（主なもの）

（公財）特別区協議会・特別区制度懇談会委員、内閣府・公文書管理
委員会委員・委員長代理、内閣府・地方分権改革有識者会議議員・提案
募集検討専門部会構成員、総務省・社会の変革に対応した地方公務員制
度のあり方に関する検討会構成員、総務省・大都市における行政課題への
対応に関するWG構成員、財務省・独立行政法人国立印刷局の業務実績
評価に関する有識者会合委員、国土交通省・地域インフラ群再生戦略マネ
ジメント計画手法検討会委員、国土交通省・地域インフラ群再生戦略マネジ
メント実施手法検討会委員、川崎市・行財政改革推進委員会会長、川崎
市・公共施設マネジメント推進委員会委員、横浜市・横浜市大都市自治研
究会委員、松戸市・庁舎整備検討委員会委員・副委員長等
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講演の構成

Ⅰ 大森彌先生の想い出

Ⅱ 東京の 「2055年問題」

Ⅲ 都区制度の展望

※この講演は、私的な見解に基づくものです。

Ⅰ 大森彌先生の想い出
出会い

• 1991年度・文Ⅰ政治学
• 「日本官僚論」ゼミ
研究者になってからの交流

• 特別区制度調査会、特別区制度懇談会
• 総務省自治大学校
• 特別区長会調査研究機構「大局的に見た特別区の将
来像」に関する調査研究（2019‐2020年）

• 縣公一郎・稲継裕昭編『オーラルヒストリー 日本の行政
学』勁草書房、2020年
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Ⅱ 東京の「2055年問題」

「大局的に見た特別区の将来像」に関する調査研究

特別区長会調査研究機構「大局的に見た特別区の将来像」（令和元年～2年
度）
総務省・自治体戦略2040構想研究会→江戸川区提案
研究体制（肩書はいずれも当時）
リーダー：大森彌・東京大学名誉教授
副リーダー：伊藤正次・東京都立大学教授
研究員：深谷健・津田塾大学教授、箕輪允智・東洋大学准教授、前田貴洋・琉
球大学講師（以上は令和２年度から）、江戸川区職員
データ分析等の委託：（株）日本総合研究所
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令和元年度調査研究の背景・目的

特別区における総人口推計
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『「未来の東京」戦略 附属資料 東京の将来人口』（令和６年８月改訂）
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令和元年度調査研究の総括

令和2年度調査研究の目的
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令和２年度調査研究の概要

•特別区の多様性に配慮し、江戸川区、江東区、杉並区、豊島区および
港区（ヒアリング順）の企画・人事等の担当者へのヒアリングを実施
これを踏まえて特別区の行政サービス供給体制の現状と課題を実証的

に分析
特別区の人材の管理と育成に関する分析
特別区の専門人材（土木職・建築職）に関する分析
特別区におけるサービスの外部化とデジタル化に関する分析

令和２年度調査研究の総括

• 特別区の高齢者人口がピークを迎える令和37（2055）年に向けた行政サービス供給体制の課題
人材育成と人事管理

特別区の職員の年齢構成に歪みが生じており、今後、職員数の削減は供給体制の不安定化を招く可能性
特別区の業務の実施において重要な階層を構成する係長の質の向上と数の確保が重要
働き方をめぐる考えの変化や近年の制度変更、柔軟な定員管理と必要に応じたきめ細かい職員サポート体制の充実が必要

専門人材の確保と育成
現時点では、特別区が必要とする専門人材の需要数は満たしているが、技術職の受験者の確保は長期的に苦戦、今後、専門人材の量と質の低下が
懸念
技術職の定員が少ないことや年齢構成が歪なことによる技術継承の問題の発生可能性
専門人材の確保・育成に向けた特別区間の一層の連携・協力体制の強化が必要

行政の外部化とデジタル化
サービス供給の外部化は特別区で相当程度進展しているが、委託化の進展によるノウハウの継承や責任の所在の曖昧化、窓口業務の外部化に伴う
偽装請負問題への対応、非正規人材への依存等の課題が存在
デジタル化の取り組みでも特別区が先行しているが、特別区全体の足並みが揃っておらず、課題が存在
サービス供給の外部化とデジタル化のメリットを活かすには、特別区間でのスケールメリットを活かすための広域連携・共同利用が重要

研究の総括
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2055年を見据えた対応の必要性

人口減少時代の特別区
• 特別区は、高齢者人口がピークを迎えるまで、全国に比べて約15年間の時間的余
裕がある
しかし、「供給の危機」に直面し、経済社会活動が大幅に縮退する可能性

• 他地域に比べて危機感を感じにくい可能性があり、注意が必要
特別区間連携

• 「2055年問題」に対応するためには、各特別区が自己完結的な行政主体となること
よりも、限定された資源を有効活用するための連携を進めることが重要ではないか

• 情報システムの標準化に加え、専門人材をはじめとする人的資源の共同採用・育成
等も検討していく余地があるのではないか
大森先生のご主張に反する展望？（後述）

Ⅲ 都区制度の展望
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都区制度改革の経緯

平成12年（2000年）地方自治法改正：清掃事務等を特別区へ移管、
特別区は「基礎的な地方公共団体」と法定
以後、都区の役割分担を踏まえた財源配分の協議が難航、都区のあり方検
討委員会を設置し、内部管理事務を除く都のすべての事務（444項目）の
うち、53項目について区へ移管する方向で検討する事務として都区で一致
（2011年1月）
その後、事務配分の取り扱いについて都区の見解が相違、2011年12月に

中断
「大阪都」構想：大都市地域特別区設置法の制定（2012年）
2016年の児童福祉法改正により特別区も児童相談所の設置が可能に（9
区が設置済み）

都区制度改革の動向

特別区制度調査会報告「『都の区』の制度廃止と『基礎自治体連合』の構想」
（2007年12月）

• 区は新たな「基礎自治体」として自主性・自立性を強化
• 都の大都市事務は「基礎自治体連合」が引き受け、都は府県事務に専念（東京
都から「東京府」へ）
2020年代の現在、都も区も現状維持志向？

⇦「大阪都」構想の頓挫？
⇦児相設置という成果？
⇦コロナ禍 都区間連携の必要性？
• 都も区の区域問題を持ち出さなくなる
「区の自主性・自立性の強化」から「都区間の連携・協力」へ？
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総務省・大都市における行政課題への対応に関するWG

第1回WG（2024年12月16日）の事
務局提出資料で紹介された自治体アン
ケート（20指定都市23特別区16都道
府県を対象）の結果

第3回WG（2025年2月18日）・特別区長会提出資料、9頁
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第3回WG（2025年2月18日）・東京都提出資料

第3回WG（2025年2月18日）・東京都提出資料
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「最初の政府」としての特別区

都区制度の展望
•近い将来、抜本的な制度改革の動きはない？
• 「2055年問題」を見据えると、特別区間、都区間の連携・協力がより一
層重要に
「最初の政府」としての特別区

• とはいえ、特別区は「基礎的な自治体」として、身近さ、現場性、透明性、
先端性を備えた「最初の政府」（大森彌）

• 「鳥の目」「魚の目」だけではなく「虫の目」で東京の課題に向き合うことの
重要性

ご清聴ありがとうございました
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